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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

第２四半期連結
累計期間

第10期
第２四半期連結
会計期間

第９期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年９月30日

自平成20年７月１日
至平成20年９月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

営業収益（千円） 1,996,954 980,376 3,666,149

経常利益（千円） 802,185 362,124 1,717,217

四半期純損失（△）又は

当期純利益（千円）
△3,218,006 △3,473,956 836,448

純資産額（千円） － 6,346,169 9,706,721

総資産額（千円） － 37,361,622 44,883,889

１株当たり純資産額（円） － 34,639.34 52,703.63

１株当たり四半期純損失（△）

又は当期純利益金額（円）
△17,568.01 △18,961.91 4,589.45

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － 4,506.71

自己資本比率（％） － 17.0 21.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
4,347,511 － △5,801,085

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△25,824 － △153,558

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△6,182,861 － 6,201,909

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
－ 7,193,355 9,054,529

従業員数（人） － 74 63

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

３. 第10期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況 平成20年９月30日現在

　　　従業員数（人） 74 (122)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載してお

　　　　ります。

 

(2）提出会社の状況 平成20年９月30日現在

　　　従業員数（人） 74 (122)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しておりま

　　　　す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

 

(2）受注状況

　該当事項はありません。

 

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績は次のとおりであります。

営業収益
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

C.Fダイレクト事業（千円） 980,376

合計（千円） 980,376

　（注）１．当社では「C.Fダイレクト」事業は金融サービスとアウトソーシングサービスを融合した不可分一体の事業

であるためセグメント区分は行っておりませんが、営業収益における債権買取収益、業務委託収益及びその

他収益の内訳は、以下のとおりであります。

営業収益の内訳
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

債権買取収益（千円） 810,014

業務委託収益（千円） 113,880

その他収益　（千円） 56,480

合計（千円） 980,376

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　

(1）業績の状況

  当第２四半期連結会計期間（３ヶ月）における我が国の経済は、サブプライムローン問題に端を発した米国経済

の失速懸念に加えて原材料価格の高騰、円高と株価下落等により、景況感への不透明感が高まり、金融情勢も一層厳

しい環境になって参りました。

  当社グループはアウトソーシングと金融サービスを融合させ、中小企業の資金繰りを支援するサービスを行って

おります。アウトソーシング業界においては昨今企業が経営資源の選択と集中を行う中、コア業務以外をアウト

ソースする傾向が継続しております。また金融業界においては、原油高、改正建築基準法及び改正貸金業法の施行の

影響により、特に中小企業の資金繰りが逼迫し倒産件数も増加していることから中小企業の資金ニーズが高まって

おります。

  このような環境の下、債権買取時の手数料率の見直しを行う等資金効率の向上に努めながら債権買取を行い中小

企業の資金繰り支援を継続して参りました。

  一方で不動産市況が急速に悪化し回復も不透明であるため、回収が懸念される債権についてはバランスシートの

健全化のため貸倒引当金及び貸倒損失を計上することにいたしました。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間における業績は、取扱累計高59,831百万円、営業収益980百万円、営業利益

410百万円、経常利益362百万円、四半期純損失3,473百万円となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況　

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、金融機関からの借入金の

返済による支出があったものの、買取債権の回収による収入の増加により、第１四半期連結会計期間末に比べ2,187

百万円増加し、当第２四半期連結会計期間における資金残高は7,193百万円となりました。

 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は3,760百万円となりました。これは主に買取債権の回収による収入の増加及び

支払代行業務に係る一時預り金の増加によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は9百万円となりました。これは主に事業インフラ整備にともなう有形固定資産

の取得によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動の結果使用した資金は1,563百万円となりました。これは主に金融機関からの短期借入金の返済によ

る支出が増加したことによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

    当社グループが課題として認識している点は以下のとおりであります。

 

① 提携先の拡大

当社グループの安定的な業容拡大及び事業リスクの分散のためには与信力の高い提携先を増やす必要があると認

識しております。特に昨今は不動産市況が悪化していることから、建設・不動産関連銘柄の提携先を減少させ、その

他の小売・卸売り・製造業等に属する提携先を増加させ、業種業態を分散して参ります。

 

② 財務基盤の強化

当社グループは提携先の納入業者から債権を買い取っているため債権買取資金を継続的に調達する必要があり

ます。昨今厳しい金融環境が継続しているため、当社では従来にも増して安定的な金融政策及び資本政策を実施す

る必要があると認識しております。従いまして金融政策については、現在お取引金融機関と今後の資金調達につい

て協議を行っております。資本政策につきましても早期の自己資本の充実を計るべく、複数の投資家と協議を継続

しております。 

 

③ 与信管理体制の強化
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当社グループの「C.Fダイレクト」事業は、提携先企業の納入業者の要望に応じて、当該納入業者が有する提携先

企業に対する売掛金債権を当社グループが早期に買い取り、売掛金を資金化するサービスであるため、提携先のデ

フォルトリスクは当社グループが負うこととなります。

当社グループといたしましては、契約締結時における信用調査に加え、契約締結後は日常の買掛金管理のアウト

ソーシング業務を通じ提携先の信用状態を確認すること、提携先から買い取った債権を流動化すること等により債

権回収リスクの低減を図っておりますが、提携先における業績悪化、経営破綻等が生じ当社グループが有する債権

の回収が困難となった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当第２四半期連結会計期間では不動産市況の急速な悪化に伴い、貸倒引当金及び貸倒損失を計上することになり

ましたため、改めて与信管理体制を見直し強化をして参ります。

 

④ 人材の確保及び育成環境について

当社グループの事業拡大を支えるのは既存概念にとらわれない柔軟な発想力と、新しいことに積極的に取り組む

実行力がある人材であります。このため新卒採用に積極的に取り組み、入社直後から実務を経験することにより、い

ち早く即戦力となれるような体制を整備しております。更に全社員を対象にした新規事業への公募制度の導入及び

当該新規事業への取り組みが人事評価に反映されるような人事評価制度の採用を行うことで、柔軟な発想力を持ち

続けられる企業文化の形成に注力してゆく所存です。

 

⑤ 新規ビジネスの強化

当社グループは提携先の納入業者から売掛金債権を早期に買い取り、納入業者の資金繰り改善に貢献することを

通じ、その多くが中堅・中小企業である納入業者との良好な関係を構築しております。

今期から、この既存事業において築いた中小企業とのネットワークを活用した、中小企業向けフィービジネスを開

始いたしました。当該事業はノンアセット型ビジネスであること、既存のビジネスのネットワークを活用しながら

展開可能なビジネスモデルであることから、次の新たな収益源に育てて参る所存であります。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境といたしましては、上記のとおり中小企業の資金繰りが逼迫し倒産件数も増加

していることから中小企業の資金ニーズが高まっている状況であり顧客獲得環境は追い風の環境であります。

しかしながら不動産市況が著しく悪化しているため、第３四半期以降不動産・建設関連銘柄を中心に債権買取を

大幅に縮小いたします。

また昨今の厳しい金融環境に対応するため、当社では従来にも増して安定的な金融政策及び資本政策を実施する

必要があると認識しております。従いまして金融政策については、現在お取引金融機関と今後の資金調達について

協議を行っております。資本政策につきましても早期の自己資本の充実を計るべく、複数の投資家と協議を継続し

ております。

  なお今期から、既存事業において築いた中小企業とのネットワークを活用した、中小企業向けフィービジネスを

開始いたしました。当該事業はノンアセット型ビジネスであること、既存のビジネスのネットワークを活用しなが

ら展開可能なビジネスモデルであることから、次の新たな収益源に育てて参る所存であります。

  このような環境の下、平成21年３月期連結会計年度においては取扱累計高209,900百万円、営業収益3,299百万円、

営業利益1,007百万円、経常利益786百万円、当第２四半期で特別損失の計上を行ったため、当期純損失3,264百万円

を見込んでおります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 672,528

計 672,528

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 183,207 183,207
東京証券取引所

市場第一部
－

計 183,207 183,207 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①平成16年３月10日臨時株主総会において特別決議された旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく、新

株予約権（ストックオプション）の状況は、次のとおりであります。

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）
第１回新株予約権

新株予約権の数（個） 180

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,700

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　10,000

新株予約権の行使期間

平成19年３月11日から

平成26年３月10日まで

（注）３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　10,000

資本組入額　 5,000

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により株式の数を調整し、調整により生じる１株未

満の株式はこれを切り捨てます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率
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２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数はこれを切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合比率

また、行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式を処分する場合は、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。

調整後行使価額 ＝

既発行株式数×調整前行使価額 ＋ 新規発行または処分株式数 ×
１株当り払込金額

または処分価額

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数

３．新株予約権の行使期間は、取締役会による新株予約権の発行決議において、平成16年３月10日臨時株主総会

で決議された権利行使期間の範囲内で定めるものとします。

４．新株予約権の行使に関わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権の行使の条件

①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相続

により新株予約権を取得した場合はこの限りではない。

②新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役および従業員であった者は、新株予約権行使時

においても当社、当社子会社または当社の関係会社の役員または従業員であることを要する。ただし、任期

満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合ならびに相続により新株予約権を取得した場合は

この限りでない。

③新株予約権発行時において社外のコンサルタントであった者は、新株予約権行使時においても当社との間

でコンサルタント契約を締結していることを要する。また、社外のコンサルタントは、新株予約権の行使に

先立ち、当該行使に係る新株予約権の数および行使の時期について、当社取締役会の承認を要するものと

する。

④新株予約権者が合併により消滅した場合、存続会社による新株予約権の承継は認めない。

⑤その他の権利行使の条件は取締役会決議により決定するものとする。

(2）新株予約権の消却事由および条件

①当社が消滅会社となる合併についての合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換についての株式交換

契約書または株式移転の議案について株主総会の承認決議がなされたときは、当社は新株予約権を無償で

消却することができる。

②新株予約権の割当てを受けた者が権利行使をする前に、上記(1)の②および③に規定する条件に該当しな

くなったため新株予約権を行使できなくなった場合、および新株予約権者が新株予約権の全部または一部

を放棄した場合は、当社は当該新株予約権を無償で消却することができる。

(3）新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

５．平成17年５月20日付の株式分割（１：５）及び平成18年４月１日付の株式分割（１：３）により、「新株予

約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」を調整しております。
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②平成17年６月28日第６期定時株主総会において決議された旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく、

新株予約権（ストックオプション）の状況は、次のとおりであります。

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）
第４回新株予約権

新株予約権の数（個） 945

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,835

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　321,173

新株予約権の行使期間

平成19年６月29日から

平成26年６月末日まで

（注）３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　321,173

資本組入額　160,587

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により株式の数を調整し、調整により生じる１株未

満の株式はこれを切り捨てます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数はこれを切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合比率

また、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式を処分する場合は、次の算式により１株当たりの払込金

額を調整し、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数　×　１株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝
調整前

払込金額
×

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

３．新株予約権の行使期間は、取締役会による新株予約権の発行決議において、平成17年６月28日定時株主総会

で決議された権利行使期間の範囲内で定めるものとします。

４．新株予約権の行使に関わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権の行使の条件

①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相続

により新株予約権を取得した場合はこの限りではない。

②新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役、監査役および従業員であった者は、新株予約

権行使時においても当社、当社子会社または当社の関係会社の役員又は従業員であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職その他特に取締役会が認めた場合並びに相続により新株予約権を取得

した場合はこの限りでない。

③新株予約権発行時において社外のコンサルタントであった者は、新株予約権行使時においても当社との間

でコンサルタント契約を締結していることを要する。また、社外のコンサルタントは、新株予約権の行使に

先立ち、当該行使に係る新株予約権の数及び行使の時期について、取締役会の承認を要するものとする。
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④当社取引先の新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても当社と当社取引先の取引関係が良好に

継続し、当社の業績並びに企業価値の向上に寄与していると判断されることを要するものとする。ただし、

当社取引先が競合関係にある他の会社の子会社、もしくは当該他の会社の傘下会社となった場合は権利を

喪失する。また当社取引先は新株予約権の行使に先立ち、当該行使に係る新株予約権の数及び行使の時期

について、取締役会の承認を要するものとする。

⑤新株予約権者が合併により消滅した場合、存続会社による新株予約権の承継は認めない。

⑥新株予約権の質入その他の処分は認めないものとする。

⑦その他の権利行使の条件は取締役会決議により決定するものとする。

(2）新株予約権の消却事由および条件

①当社が消滅会社となる合併についての合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換についての株式交換

契約書または株式移転の議案について株主総会の承認決議がなされたときは、当社は新株予約権を無償で

消却することができる。

②当社は、新株予約権者が上記(1)に定める条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなくなった

場合、及び新株予約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当該新株予約権を無償で消却す

ることができる。

(3）新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

５．平成18年４月１日付の株式分割（１：３）により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の

行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入

額」を調整しております。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日
－ 183,207 － 3,668,442 － 3,775,822

 

（５）【大株主の状況】

 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

深田剛 東京都千代田区 69,618 38.0

T&Y Venture Partners

業務執行組合員　吉田直樹
東京都千代田区六番町12-15 14,972 8.2

日本トラスティ・サービス

信託銀行㈱(信託口)
東京都中央区晴海1-8-11 8,467 4.6

早崎努 東京都港区 5,800 3.2

澤田正憲 東京都文京区 1,950 1.1

㈱ゼクス・プリンシパル・インベス

トメント
東京都千代田区内幸町1-1-7 1,932 1.1

㈱ドン・キホーテ 東京都新宿区西新宿2-6-1 1,836 1.0

日本トラスティ・サービス

信託銀行㈱(信託口4Ｇ)
東京都中央区晴海1-8-11 1,739 0.9

日本マスタートラスト信託銀行㈱

(信託口)
東京都港区浜松町2-11-3 1,725 0.9

安田隆夫 東京都港区 1,651 0.9

計 － 109,690 59.9

　（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口)の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は8,467株であり

ます。

 　　　 ２．日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口4Ｇ)の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は1,739株で

　　　　　　あります。

        ３．日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口)の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は1,725株でありま

            す。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　   183,207 183,207 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 183,207 － －

総株主の議決権 － 183,207 －

 

②【自己株式等】

 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 62,000 107,000 105,000 57,900 45,450 25,710

最低（円） 51,500 60,000 52,600 28,000 18,500 13,840

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,193,355 9,054,529

買取債権 ※4
 21,357,985

※3, ※4
 31,574,034

営業貸付金 1,581,542 3,318,589

売掛金 10,134 8,377

その他 231,153 120,245

流動資産合計 30,374,170 ※1
 44,075,776

固定資産

有形固定資産 ※2
 1,577,034

※2
 79,536

無形固定資産 76,718 86,697

投資その他の資産

長期未収入金 4,722,000 －

その他 611,699 －

投資その他の資産合計 ※1
 5,333,699

※1
 641,878

固定資産合計 6,987,452 808,112

資産合計 37,361,622 44,883,889

負債の部

流動負債

短期借入金 23,941,000 ※3
 29,507,000

1年内返済予定の長期借入金 457,700 775,400

1年内償還予定の社債 1,000,000 －

未払法人税等 325,290 337,517

預り金 ※5
 4,704,515

※5
 2,818,663

賞与引当金 33,930 25,200

その他 327,525 328,886

流動負債合計 30,789,960 33,792,667

固定負債

社債 － 1,000,000

長期借入金 202,000 364,500

その他 23,491 20,000

固定負債合計 225,491 1,384,500

負債合計 31,015,452 35,177,167
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,668,442 3,668,067

資本剰余金 3,775,822 3,775,447

利益剰余金 △1,086,716 2,213,699

株主資本合計 6,357,549 9,657,214

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △11,379 △5,493

評価・換算差額等合計 △11,379 △5,493

新株予約権 － 55,000

純資産合計 6,346,169 9,706,721

負債純資産合計 37,361,622 44,883,889
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（２）【四半期連結損益計算書】
　【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業収益 1,966,954

金融費用 189,804

販売費及び一般管理費 ※
 925,618

営業利益 851,531

営業外収益

受取利息 6,363

家賃収入 21,543

その他 1,577

営業外収益合計 29,484

営業外費用

家賃原価 18,401

支払手数料 55,000

その他 5,428

営業外費用合計 78,829

経常利益 802,185

特別損失

貸倒損失 473,991

貸倒引当金繰入額 3,284,859

その他 56,789

特別損失合計 3,815,640

税金等調整前四半期純損失（△） △3,013,454

法人税、住民税及び事業税 313,262

法人税等調整額 △108,711

法人税等合計 204,551

四半期純損失（△） △3,218,006
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

営業収益 980,376

金融費用 94,881

販売費及び一般管理費 ※
 475,235

営業利益 410,259

営業外収益

受取利息 6,342

家賃収入 11,857

その他 720

営業外収益合計 18,920

営業外費用

家賃原価 9,386

支払手数料 55,000

その他 2,667

営業外費用合計 67,054

経常利益 362,124

特別損失

貸倒損失 473,991

貸倒引当金繰入額 3,284,859

その他 53,557

特別損失合計 3,812,408

税金等調整前四半期純損失（△） △3,450,283

法人税、住民税及び事業税 135,011

法人税等調整額 △111,339

法人税等合計 23,672

四半期純損失（△） △3,473,956
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △3,013,454

減価償却費 23,572

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,284,859

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,730

貸倒損失 473,991

受取利息及び受取配当金 △6,852

支払利息 5,426

投資有価証券評価損益（△は益） 53,329

買取債権の増減額(△は増加) 10,216,049

営業貸付金の増減額（△は増加） △211,952

長期営業債権の増減額(△は増加) 9,880

長期未収入金の増減額(△は増加) △8,033,981

未払金の増減額（△は減少） 53,045

預り金の増減額（△は減少） 1,885,851

前受収益の増減額（△は減少） △52,187

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,534

その他 △31,506

小計 4,662,265

利息及び配当金の受取額 6,852

利息の支払額 △5,381

法人税等の支払額 △316,224

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,347,511

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,098

無形固定資産の取得による支出 △13,981

投資有価証券の取得による支出 △611

投資有価証券の売却による収入 2,085

差入保証金の差入による支出 △6,208

その他 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,824

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,566,000

長期借入金の返済による支出 △480,200

株式の発行による収入 747

自己新株予約権の取得による支出 △55,000

配当金の支払額 △82,409

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,182,861

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,861,174

現金及び現金同等物の期首残高 9,054,529

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 7,193,355
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

  固定資産の減価償却費の算定方

法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分する方法により算定しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　　 投資その他の資産　 　　　　　　3,319,373千円 

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　　　　流動資産　　　　　　　　　　　　　26,686千円 

　　　　投資その他の資産　　　　　　　　　 7,827千円

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、65,001千円であ

ります。

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、58,618千円であ

ります。

 

※３　　　　　　　　─────　

　　　

※３　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

 買取債権 8,619,000千円

　 　担保付債務は次のとおりであります。　　　

 短期借入金 1,000,000千円

　 　なお、上記のほか将来において発生する買取債権を

担保に入れております。

 

※４　買取債権

　当社は、提携先の行う不動産開発プロジェクトにお

いて、提携先と工事業者間の工事請負契約に基づき、

工事業者（債権者）から提携先（債務者）に対する

役務提供が完了していない未成工事受入金の請求権

の買取依頼を受けた場合には、役務提供が完了し確定

した通常の債権と同様に買取を行っております。

　上記の役務提供が完了していない請求権の買取残高

は四半期連結貸借対照表上、買取債権に含めており、

その当第２四半期連結会計期間末残高は

2,113,210千円であります。

　また、当第２四半期連結会計期間において債権売却

によって、オフバランスされている買取債権残高は

5,283,330千円であります。

　

※４　買取債権

　当社は、提携先の行う不動産開発プロジェクトにお

いて、提携先と工事業者間の工事請負契約に基づき、

工事業者（債権者）から提携先（債務者）に対する

役務提供が完了していない未成工事受入金の請求権

の買取依頼を受けた場合には、役務提供が完了し確定

した通常の債権と同様に買取を行っております。

　上記の役務提供が完了していない請求権の買取残高

は連結貸借対照表上、買取債権に含めており、その当

連結会計年度末残高は8,619,000千円であります。

　また、当連結会計年度において債権売却によって、オ

フバランスされている買取債権残高は9,515,461千円

であります。

　

※５　預り金 

　当社の支払代行業務にかかる一時預り金が

　4,682,312千円含まれております。

※５　預り金 

　当社の支払代行業務にかかる一時預り金が

2,798,560千円含まれております。
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当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

６　　　　　　　　─────

 

６　偶発債務

　当社は平成19年２月15日に、当社が譲り受けた債権

35,000千円について、債務者であるアイリス株式会社

（東京都港区　以下「アイリス社」）から債務不存在

確認請求訴訟を東京地方裁判所に提起されました。

　これに対し当社は、合法かつ第三者対抗要件を兼ね

備えて本件債権を譲り受けていることからアイリス

社に対して34,727千円の支払を求める反訴を提起し

ました。

　これにつき平成20年３月25日に東京地方裁判所より

アイリス社の訴えを認める判決が出ておりますが、当

社は判決内容を不服として東京高等裁判所に控訴を

提起しており、現在係争中であります。

　当社は裁判で当社の正当性を主張し争っていく方針

であります。
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（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

販売促進費 237,044千円

給料手当 139,864千円

賞与引当金繰入額 33,930千円

 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

販売促進費 122,773千円

給料手当 68,980千円

賞与引当金繰入額 17,598千円

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 7,193,355

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 7,193,355

 
　２　重要な非資金取引の内容

　営業貸付金の代物弁済による固定資産の取得

（千円）

　　　建物 16,700

　　　土地 1,486,300
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至 

平成20年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 183,207株

 

２．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月25日

定時株主総会
普通株式 82,409 450

平成20年

３月31日

平成20年

６月26日
利益剰余金

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　当社及び連結子会社の事業は、金融サービスとアウトソーシングサービスを融合させた「C.Fダイレクト事

業」の単一事業のため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 34,639円34銭１株当たり純資産額 52,703円63銭

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 6,346,169 9,706,721

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ 55,000

（うち新株予約権（千円）） (－) (55,000)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（千円）
6,346,169 9,651,721

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（株）
183,207 183,132

　 

２．１株当たり四半期純損失金額

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △17,568円01銭

 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であ

るため、記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △18,961円91銭

 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であ

るため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純損失（千円） △3,218,006 △3,473,956

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △3,218,006 △3,473,956

期中平均株式数（株） 183,174 183,207

   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

第４回新株予約権（普通株式　

2,835株）。

なお、概要は「第４提出会社の

状況、１株式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記載のとお

りであります。

第４回新株予約権（普通株式　

2,835株）。

なお、概要は「第４提出会社の

状況、１株式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記載のとお

りであります。
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２【その他】

　該当事項はありません。　 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成20年11月12日

株式会社フィデック

取締役会　御中
 

監査法人トーマツ

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　幸三　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鎌田　竜彦　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フィデック

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フィデック及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。　

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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